
市長講演 

「災禍の経験をいかした災害に強い地域づくり」 

茨城県つくば市長 市 原 健 一  氏 

 ただ今ご紹介いただきました、つくば市長の市原でございます。 

 本日は、このような機会を与えていただきまして、本当にありがとうございます。 

 つくば市は、一昨年、竜巻に襲われました。そして、その１年前には東日本大震災が発生い

たしまして、ここでも非常に大きな被災を受けました。ですから、２年続けて地震、それから

竜巻という大きな災害に遭ったわけで、これらを通して、つくば市としての防災計画をしっか

りつくっていかければいけないと思っております。特に竜巻に関しては、やはり、日本におい

て、その災害に対する対応があまりされていないという状況でございます。そして、つくば市

内には、気象研究所や防災科学技術研究所など、様々な災害に対する研究機関もございます。

こうした研究機関と連携等を行いまして、私たちの経験をこれからの災害対策に活かし、災害

に強い都市構造の形成を図っていきたいと考えています。 

 私見でございますが、私の就任時期に、なぜこんな大きな災害が二つもやってきたのかと、

当時は、大変がっくりしました。しかしながら、これを一つの契機として災害に強いまちづく

りを行っていこうと、意を新たにして、現在それらの取組を継続しているところでございます。 

それでは若干ですが、つくば市の紹介をさせていただきたいと思います。 

 つくば市は、北側に筑波山という標高こそあまり高くありませんけれども、関東平野では東

の筑波、西の富士と言われるほど、大変美しい山がございます。可住地面積が280平方キロメ

ートル、東京から北東に約50キロメートルのところにつくば市は位置しております。南北に非

常に長い地域でございまして、今回の竜巻はこの北部、筑波山の裾野で発生いたしました。隣

の常総市で発生したこの竜巻が市の北西部から北部を襲いまして、スライド２枚目に矢印で印

しておりますが、このような経路で進んでいったということでございます。時速はなんと60キ

ロメートルということで、実際に竜巻の被害に遭われた方は、「発生したと思ったらもう自分

のまちに到達していて、どういうふうに逃げていいのか、また、どこに行くのかわからない」

とおっしゃっております。幅が約500メートルあり、市内で17キロメートルにわたって移動し

たわけでございます。北条地区という地域が、このあたりでは非常に古く、由緒のある市街地

でありますが、この竜巻はここの真ん中を横切っていったという大変な状況でございました。

人的被害としては死者１名、重軽傷者37名で、このほか1,000戸に及ぶ住宅等の被害がござい
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ました。それから、この北条地区には、非常に古い街並みが残っている昔からの商店街がござ

いまして、全国の「新・がんばる商店街77選」に選ばれた再生をする商店街として、国からも

非常に多くの支援をしていただいた、そういう商店街でございます。スライド３枚目にある左

側の写真は、被害に遭う前でして、その右側の写真が全く同じ場所で撮影したものですけれど

も、見ていただいてわかりますように、道路には一面の瓦礫が、そして電柱には飛来物が引っ

かかっています。また様々な商店がございますが、その辺のシャッターなどは全部吹き飛んで

しまって、丸っきり扉が無い状況が見られると思います。それから、スライド４枚目にある電

柱の写真をご覧ください。これは先程の写真の通りからすぐ１本裏に入った道路ですが、この

ようにコンクリートの電柱が全てなぎ倒されておりまして、このなぎ倒された電柱というもの

が、今回非常に大きな問題でございました。こういう状況ですと、復旧のための車両であると

か、そういうものが一切入っていけません。ですから、この倒れた電柱をいかにして早く撤去

するかが復旧の鍵を握ったわけでございます。 

 そして、スライド５枚目は雇用促進住宅という集合住宅の写真ですが、ここには福島から避

難された方も何世帯か入居されておりまして、その世帯の方はやっとの思いで避難してこちら

にお住まいになっていたと思うんですが、１年も経たないうちに竜巻で大変な被害に遭われて

しまいました。本当に気の毒だなと私たちも考えていたところでございます。それで、これは

竜巻の進路に向かって正面側の写真でございます。こちらから風が入って、この裏側は鉄製の

ドアだったんですが、それも全部吹き飛びまして、風の強さが伺えます。ここに車も写ってお

りますが、竜巻で巻き上げられ、この雇用促進住宅の建物を飛び越して、裏側に落っこちた車

も随分ありました。 

 スライド６枚目は、先程の雇用促進住宅の道路の反対側にあった一般の家屋の写真です。上

を向いているところが基礎部分でして、地面側が屋根となっており、一度、建物ごと持ち上げ

られて屋根から落ちた状況でございます。実は、この中に中学生の男の子が１人おりまして、

その方が亡くなられました。私としては、大変残念に感じております。 

 そして、スライド７枚目の写真が、倒壊した電柱、屋根、壁など、破壊された災害の瓦礫が

大変多く散乱している状況でございます。用水があるんですが、そこも瓦礫で埋まってしまい

ました。竜巻の進路に当たった住宅等は、こういう状況ですが、進路から外れたところは全く

何の損傷も受けておりません。すぐ近いところなのに、こういう被害に遭われた地区と、全く

被害に遭わなかった地区とで状況が著しく異なるというのも、竜巻の被害の一つの特徴ではな

いかなと思っております。 
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 こうした竜巻被害を経験しまして、私たちは防災対策やまちづくりを進めてきたわけですが、

その中で私たちが自分たちで考えたポイントを６点お話しさせていただきます。 

 １点目は、自助・共助の重要性です。やはり、災害等がありますと、どうしても国や県、そ

して自治体からの支援が一番大事だということをよく言われます。当然、行政がやるべき仕事

は非常に多いですし、重要だとは思っていますが、その前に、一人一人の個人、それからみん

なの助け合い、あるいはコミュニティー、こういうものの重要性もあると思っております。 

２点目は、電源・水の確保です。これは、被害に遭った場合に、水や電源を確保すること

が非常に重要だということです。また、資料には書いてありませんが、私は、燃料、ガソリン

も非常に重要だと思っております。東日本大地震の時には、復旧・復興、生活も含めて、住民

の方だけではなく、大学、各企業からも燃料を何とかしてほしいという要望が大変多くありま

した。 

それから３点目として、防災教育。やはり小さいうちから、災害について意識を持つこと

が必要だということで、災害に対する教育です。それから４点目は、当然のことながら、住宅、

建物の耐震化、そして５点目が、緑豊かなゆとりある都市環境ということで、ビルなどのいろ

いろなインフラ整備や構造物だけではなく、それらを取り巻くように植栽であるとか、緑に配

慮したまちづくりが非常に重要だと思っております。もしも火事があった場合に、緑があれば

その延焼を食い止めることができるということも考えられると思います。 

 そして６点目が電線類の地中化です。先程お話ししたように、今回、電柱が大きな障害にな

ったということで、電柱の地中化は非常に重要な問題ではないかと感じたわけでございます。 

 また、ハード面だけではなくて、ソフト面の対策でありますが、その自助という、自分の命

は自分で守るという意識をしっかり形成していかなければなりません。自助・共助・公助の割

合については、阪神・淡路大震災のアンケート結果にもあり、また、災害の規模にもより明確

に規定することはできないとは思いますが、私どもは、それぞれ１対２対７ぐらいの割合で必

要だろうと思っております。これは公助が７ではなく、私は自助が７だと思っておりまして、

やはり、自分で自分の身を守るという考え方を、これから住民の皆さんに意識していただくこ

とが防災上、非常に重要であると思っております。その中で、行政は知らせる努力を第一に考

えなければいけませんし、住民は、自ら情報を得るという努力、知る努力も必要なんだろうと

思っております。 

 市民の関心があるタイミングということで、竜巻災害の直後に、防災と竜巻のパンフレット

を市内約９万世帯に全戸配布させていただきましたところ、市民の皆さんから大きな反響がご
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ざいまして、やはり、災害直後に配ったということで大変関心を持ってご覧いただきました。

パンフレットの中には、各自の備えとして、家の中の安全対策や、備蓄するものといったよう

なことも掲載しております。竜巻は、発達した積乱雲によって起こるわけですが、発生する確

率やその予測が非常に難しく、そして発生しますと、先程時速60キロメートルという話をしま

したが、大変速いスピードで移動します。ですから、発生したと感じてから何かやろうと思っ

ても、なかなか対策が難しいということで、まずは前兆を知る、そしてその前兆があったら、

関連する情報を自分から得て予防するということをしなければ、竜巻から逃れることはなかな

か難しいと感じております。 

 次に、共助の部分でございますが、やはり地域の安全は皆で守る、お互いに助け合うという

ことが必要だと思っております。阪神・淡路大震災の時にも、行政だけではなくて、隣近所や

家族の方が、生き埋めになった方たちの救出にいち早く当たった、そしてこれが大部分を占め

たというお話も伺いました。ですから、お互いに助け合うこと、また、常日頃付き合うことに

よって、例えば、隣の家におじいちゃんやおばあちゃんがいるとか、障害をお持ちの方がいる

といった情報もいち早くわかりますので、そういうことも、その後の救助に非常に大きく役に

立つのではないかと感じております。 

 私が東日本大地震と竜巻の両方の災害に遭って感じていることは、地震は、非常に広範囲な

災害であるのに対し、竜巻は、スケールによっては非常に大きな被害を及ぼしますが、非常に

限られた狭い範囲で発生するということです。つまり、災害の種類によって特徴が大きく異な

り、それぞれの特徴によって、その後の救助や復旧・復興活動にも大きな差が出てくるのでは

ないかと感じた次第でございます。こういうことを考えていくことが、非常に重要だと思って

います。 

 それから公助の部分についてですが、自助・共助だけで公助は何もしなくてもいいのかとい

うことではありません。公助で一番大きいのは、やはり情報伝達、それから災害に遭った後の

避難所の充実、こういうことが非常に重要だと思っております。 

 市だけで復旧・復興ができるわけではありませんので、他の自治体や、それから市内には

様々な企業、機関がございますので、常日頃からそういうところと災害協定を積極的に結んで

おります。つくば市は他の地域と少し違うところがございまして、先程お話しした防災科学技

術研究所や気象研究所、国土技術政策総合研究所などの様々な機関がございますので、そうい

う機関と防災協定などを結びながら、お互いに協力し合っております。 

 また、市庁舎は震災の１年前に建てましたので、ダメージはほとんどゼロに近い状況でした
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が、消防庁舎に耐震上の問題があったものですから、いざ何かあった時に、行政の中枢である

市庁舎と、復旧・復興の要であり、一番災害に対して中心的な役目を果たす消防庁舎が隣接し

たところにあることが非常に重要ではないだろうかということで、現在、市庁舎の裏に消防本

部の庁舎を建設しているところでございます。その２つの庁舎が両方ともやられてしまったら

どうなるんだということもありますが、建物自体が、災害に非常に強い免震構造になっており

まして、前回の東日本大震災では震度６ということでしたが、その時も花瓶一つ倒れませんで

した。ですから、地震には非常に強い構造になっていると思っております。 

 それから私たちが行っている防災教育についてですけれども、つくば市では教育日本一を目

指すプロジェクトに取り組んでおりまして、小学校６年、中学校３年ではなく、小中一貫教育

を採用し９年間連続した教育を行っております。また、文部科学省の教育課程特例校の指定を

受けておりまして、その中で「つくばスタイル科」という全く新しいカリキュラムをつくりま

したが、そのカリキュラムの中で防災教育も行っております。防災意識というのは、大人にな

ってからだけではなく、小さいうちからその意識を持つことが非常に重要だと思っています。 

 また、地域においては、防災の拠点が当然必要でございますので、学校と連携をとりまして、

各小学校区単位に学校防災連絡会議を設置し、ＰＴＡ、区会、民生委員、消防団、自主防災組

織、さらに学校が加わりまして、防災訓練などを中心に様々な活動をしているところです。 

 それから、地域の中には、消防水利やＡＥＤといったものがございますが、いざという時に

なかなかそれらを活用できないということも心配しておりますので、インターネットを利用し

て消防職員が自らそれら全てをマップに落とし込み、そしてそれをスマートフォンで見れるよ

うにいたしました。 

 ハード面の対策として、住宅や建築物の耐震化を進めなければいけないということは、当然

ながら、つくば市だけの話ではありませんが、つくば市ではそれが少し遅れておりましたので、

予算をだいぶ割きまして、平成27年度中には特定の建築物などの耐震化をほぼ終了させようと

いうことで、現在、学校教育関係を中心に重点的に整備を進めているところでございます。 

 また、つくば市は、建設計画ができてから今年で50周年でございますが、人工的につくられ

た非常に特殊なまちでございます。いろいろな建築物があって、そこに南北に40キロメートル

にわたるペデストリアンデッキ、遊歩道が走っていまして、その周りには多くの植栽がされて

おります。ですから、地震の時に火災などが起こっても、この緑がある意味で延焼を食い止め

るグリーンベルトの役目をしているというふうに思っておりますので、緑豊かな都市環境は、

地区計画や景観協定、こういう手法を採用いたしまして、緑の保全に努めているところでござ
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います。また、緑には保水効果もありますので、火事だけではなくて、水害等がある場合にも

有効に機能します。やはり、景観のみならず、緑の果たす役目は非常に大きいと感じておりま

す。 

 また、電線の地中化についてですが、先程お話いたしましたとおり、竜巻災害の時に、倒れ

た電柱が復旧・復興をものすごく妨げるということを経験しました。ただし、幸いなことに、

今いろいろ批判を受けておりますが、東京電力には、近隣から全て作業者をこちらに派遣して

いただきまして、１日でこの倒れた電線を撤去していただきました。そういうわけで、次日か

ら大型の復旧関連の作業車が入り、とても迅速に復旧作業に当たることができたという経過も

ございます。こうした経験から、災害時においては、もちろん、地震発生の時も同様ですが、

こうして電柱が折れてしまうことによって情報伝達が著しく遅れたり、復旧の妨げになったり

という事態が懸念されますので、これからのまちづくりの中では、できる限り電線を地中化す

る取組を積極的に進めなければいけないと感じております。 

 次に、２つの事例を紹介させていただきたいと思います。 

 私たちの住むつくば市は、現在、環境モデル都市として国から認定を受けておりまして、低

炭素なまちづくりというものを進めております。しかし、この低炭素まちづくりというのは、

環境だけではなく、ある意味で、災害に強いまちづくりにも、こうした考え方が非常に重要で

はないかなと思っております。今申し上げたこの環境モデル都市としての低炭素なまちづくり、

これが１点目です。それから２点目ですが、つくばの市内にＴＸのつくば駅がございまして、

その周辺には数千戸に及ぶ国家公務員宿舎があります。その内の約７割が、今回、国の方針に

より廃止・撤退ということになりまして、それによって、まちづくりに非常に大きな影響を与

えるのではないかと懸念されているところでございます。しかし、この廃止をこれからのまち

づくりの一つの契機にしようということで、具体的な都市の再生プランを今策定しているとこ

ろでございまして、それらをご紹介させていただきたいと思います。 

 まずは、環境モデル都市の一環とし、「低炭素モデル街区」というものをつくっておりまし

て、スライド19枚目にありますように、つくば市役所の北側に大和ハウスとＮＴＴ都市開発に

よって、5.1ヘクタールの地域に175戸の戸建街区を、それから1.3ヘクタールのマンション街

区をつくっております。このまちは、今ではいろいろ建物等ができていますが、５年前までは

家が１軒もございませんでした。５年間でこれらの建物が全部でき上がったということで、他

の都市とはだいぶ趣が違う、新しいまちでもございます。このモデル街区が、今ここにつくら

れているわけですが、この地域では、当然、電線を地中化し、それから、そこにお住いの方の
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防災意識を醸成するために、管理組合には自主防災組織をつくってほしいというお願いをして

おりまして、併せて、景観協定によって、宅地の面積の25％を緑化することも義務付けていた

だいております。また、集会所をつくっていただいた際には、井戸を掘っていただくとか、Ｌ

Ｐガスの発電機によって電源の確保をしていただくといったような様々な災害に対する意識付

け等もしていただいております。それから、戸建街区の特徴として、スマートハウスというこ

とで、175戸全てに創エネ・畜エネ・省エネという３つの概念を入れていただきまして、太陽

光、燃料電池で創エネを図っていただくとともに、蓄電池を全て整備していただきまして蓄エ

ネを、それからＨＥＭＳなどを採用していただいて省エネをそれぞれ図っていただくことも義

務付けさせていただいております。やはり、こういうことが実際に災害に遭った時に、非常に

役に立つと思っております。 

 それから今回、約2,600戸の公務員宿舎が廃止されるわけでありまして、スライド22枚目に

その廃止対象の宿舎の位置図を記しておりますが、今回のように、一度に廃止されてしまいま

すと、駅前がゴーストタウンになってしまったり、また先程、空き家のお話もございましたが、

当然、2,600戸の集団空き家ができてしまいます。駅前がそのような状態になるということは、

市としても大変困りますので、現在、財務省と協議をさせていただきながら、できるだけまち

づくりに影響を与えないような計画をつくっていただき、また、撤退した後の新たなまちづく

りについても、ぜひご協力をいただきたいということで、現在、その計画づくりを進めており

ます。今後は、この地区計画の決定をいたしまして、低炭素であるとか、緑の配置であるとか、

建ぺい率をできるだけ低くするとか、敷地の面積を最低180平方メートル以上にするとか、オ

ープンスペースをつくるとか、そういうことをきちんと義務付けさせていただいて、景観への

配慮だけではなく、災害にも強いまちをつくっていきたいと思っておりまして、スライド23枚

目にある中高層住宅の地域、それからスライド24枚目にあります中低層住宅に関しても、同じ

ような考え方で、今後、開発を誘導していきたいと思っております。 

 最後になりますが、つくば市は非常に特殊な地域で、国主導でつくられた地域でもございま

す。今後は、民間主導により新たなまちがつくられることになるわけでありますが、今お話し

たように、ただ単に景観に配慮しただけではなく、景観に配慮するということは、すなわち、

災害時にもこのまちが強い構造であることが非常に重要でありますので、都市再生の観点から

も、災害を意識したまちづくりをこれからも積極的に進めていかなければいけないと感じてい

る次第でございます。 
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